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Ⅰ 調査要領 

１．調査対象 

新潟県に現に事業所を有するか、または今後当該地域への進出が予想される企業の

うちで、原則として資本金１億円以上の民間法人企業。ただし、金融保険業などを

除く。

２．調査方法

調査は対象企業へのアンケート調査票の送付により実施。

設備投資額は工事ベースの金額。

３．調査内容

今回は 2021・2022 年度の設備投資額（実績・計画）をアンケート調査。

2020 年度 2021 年度 2022 年度

2021 年６月前回調査 実 績 計 画

2022 年６月今回調査 実 績 計 画

４．調査時期

2022 年６月 24 日を期日として実施。 

５．回収状況

全 国 新潟県

本社所在企業数

発送企業数 ９，４８６社 ３５５社

回答企業数 ５，４９３社 ２３１社

回 答 率 ５７．９％ ６５．１％

６．産業分類について

原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 
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Ⅱ 調査結果の概要

１．２０２１年度の設備投資実績

概 況 2021 年度の設備投資実績は、製造業は 18.0％減、非製造業は 4.3％増となり、全産

業では 6.0％減と引き続き減少した。電力を除く全産業では 8.6%減となり減少に転じ

た。 

製 造 業 設備増強投資のある「化学」（14.8％増）などで増加するが、工場新設投資の反動減

のある「電気機械」（62.9％減）、設備更新投資が終了する「紙・パルプ」（16.0％減）

などで減少し、全体では 18.0％の減少となった。 

非製造業 店舗新設投資等が一服する「卸売・小売」（18.7%減）などで減少するものの、ホテ

ル新設等のある「サービス」（158.1％）、エネルギー関連投資のある「その他の非製

造業」（58.7％増）で増加し、非製造業全体では 4.3％増となった。 

２．２０２２年度の設備投資計画 

概   況  2022 年度の設備投資計画は、脱炭素や高機能化に向けた投資のある製造業で 25.1％

増、設備新設等のある非製造業で 16.3％増となり、全産業で 21.0％増（除電力 22.1％

増）となり増加に転じる計画。 

製 造 業  生産設備増強の一服の「食品」（11.9％減）や「電気機械」（6.0％減）などで減少す

るものの、脱炭素に向けた取り組みやエレクトロニクス関連の高機能化に向けた設備

増強のある「化学」（59.1％増）、安定需要に向けた設備新設のある「紙・パルプ」（93.5％

増）などで増加に転じる計画。 

非製造業  ホテル建設等が終了する「サービス」（34.7％減）などで減少するものの、物流セン

ターや店舗新設等のある「卸売・小売」（44.8％増）、「建設」（185.8％増）で増加の

計画。 
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［新潟県設備投資増減率推移］

（単位：％）

計　画

2017 2018 2019 2020 2021 2022

(今回） (今回）

全 産 業 ▲ 1.7 2.2 6.4 ▲ 7.7 ▲ 0.6 21.0

（除電力） 8.6 8.2 ▲ 4.8 14.5 ▲ 8.6 22.1

製 造 業 5.6 12.0 1.5 14.9 ▲ 18.0 25.1

非 製 造 業 ▲ 5.9 ▲ 5.4 10.6 ▲ 22.9 4.3 16.3

（除電力） 12.2 2.8 ▲ 14.9 14.0 5.9 18.1

［参考］全国設備投資増減率推移 （単位：％）

計　画

2017 2018 2019 2020 2021 2022

(今回） (今回）

全 産 業 2.4 11.1 2.0 ▲ 10.5 ▲ 4.2 25.3

（除電力） 0.7 13.2 2.4 ▲ 10.2 ▲ 3.0 23.7

製 造 業 1.6 11.4 1.3 ▲ 12.3 1.8 30.5

非 製 造 業 2.8 10.9 2.4 ▲ 9.6 ▲ 7.1 22.5

（除電力） 0.2 14.3 3.1 ▲ 8.9 ▲ 5.9 19.6

実　績
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Ⅲ ２０２１年度業種別設備投資動向 

 （単位：億円、％） 

2020 年度実績 2021 年度実績 21/20 増減率 寄与度 

全 産 業 １，６５１ １，５５１ ▲６．０ ▲６．０

（除電力） １，２６１ １，１５３ ▲８．６ ▲６．５

製 造 業 ７６４ ６２６ ▲１８．０ ▲８．３

食 品 １４５ １４５ ▲０．０ ▲０．０

紙 ・ パ ル プ ６１ ５１ ▲１６．０ ▲０．６

化 学 １９１ ２１９ １４．８ １．７ 

非 鉄 金 属 ４ ６ ５１．５ ０．１ 

一 般 機 械 １７ １３ ▲２５．９ ▲０．３

電 気 機 械 ２３５ ８７ ▲６２．９ ▲９．０

輸 送 用 機 械 １０ １１ １２．５ ０．１ 

そ の 他 の 製 造 業 １０１ ９４ ▲６．９ ▲０．４

非 製 造 業 ８８７ ９２５ ４．３ ２．３ 

（除電力） ４９７ ５２７ ５．９ １．８ 

建 設 ２５ ２５ ▲０．２ ▲０．０

卸 売 ・ 小 売 １７５ １４２ ▲１８．７ ▲２．０

不 動 産 １３ ６ ▲５４．１ ▲０．４

運 輸 ６８ ７０ ２．５ ０．１ 

電 力 ３９０ ３９８ ２．２ ０．５ 

ガ ス ８４ ６９ ▲１８．４ ▲０．９

通 信 ・ 情 報 ２９ １８ ▲３７．３ ▲０．７

サ ー ビ ス ３４ ８８ １５８．１ ３．３ 

その他の非製造業 ６８ １０８ ５８．７ ２．４ 

(注 1) 寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度 

(注 2) その他の製造業：窯業・土石、金属製品、その他製造業 

 その他の非製造業：鉱業、リース、その他非製造業
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【２０２１年度スカイライン表】 
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Ⅳ ２０２２年度業種別設備投資動向 

 （単位：億円、％） 

2021 年度実績 2022 年度計画 22/21 増減率 寄与度 

全 産 業 １，４６８ １，７７６ ２１．０ ２１．０ 

（除電力） １，３４４ １，６４１ ２２．１ ２０．３ 

製 造 業 ７７０ ９６３ ２５．１ １３．２ 

食 品 １６５ １４５ ▲１１．９ ▲１．３

紙 ・ パ ル プ ５１ １００ ９３．５ ３．３ 

化 学 ２０５ ３２６ ５９．１ ８．２ 

非 鉄 金 属 ６ ６ ▲３．６ ▲０．０

一 般 機 械 １３ ３０ １３４．７ １．２ 

電 気 機 械 １２６ １１８ ▲６．０ ▲０．５

輸 送 用 機 械 １０２ １０６ ３．５ ０．２ 

そ の 他 の 製 造 業 １０２ １３３ ３０．４ ２．１ 

非 製 造 業 ６９８ ８１２ １６．３ ７．８ 

（除電力） ５７４ ６７８ １８．１ ７．１ 

建 設 ２６ ７４ １８５．８ ３．３ 

卸 売 ・ 小 売 １５１ ２１９ ４４．８ ４．６ 

不 動 産 １４ １１ ▲２６．５ ▲０．３

運 輸 ６８ ８１ ２０．３ ０．９ 

電 力 １２４ １３４ ８．２ ０．７ 

ガ ス ６９ ６４ ▲６．２ ▲０．３

通 信 ・ 情 報 １８ ２７ ４８．５ ０．６ 

サ ー ビ ス １１９ ７８ ▲３４．７ ▲２．８

その他の非製造業 １０８ １２２ １３．４ １．０ 

(注 1) 寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度 

(注 2) その他の製造業：窯業・土石、金属製品、その他製造業 

 その他の非製造業：鉱業、リース、その他非製造業
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【２０２２年度スカイライン表】
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Ⅴ 全国との比較 

（単位：億円、％）

2022年度計画 22/21増減率 寄与度 2022年度計画 22/21増減率 寄与度

1,776 21.0 21.0 213,714 25.3 25.3

1,641 22.1 20.3 197,864 23.7 22.3

963 25.1 13.2 78,761 30.5 10.8

食 品 145 ▲ 11.9 ▲ 1.3 5,385 15.9 0.4

紙 ・ パ ル プ 100 93.5 3.3 1,799 2.8 0.0

化 学 326 59.1 8.2 14,982 37.0 2.4

非 鉄 金 属 6 ▲ 3.6 ▲ 0.0 3,835 55.5 0.8

一 般 機 械 30 134.7 1.2 8,846 47.5 1.7

電 気 機 械 118 ▲ 6.0 ▲ 0.5 9,058 42.9 1.6

輸 送 用 機 械 106 3.5 0.2 18,871 22.9 2.1

その他の製造業 133 30.4 2.1 15,984 24.5 1.8

812 16.3 7.8 134,953 22.5 14.5

678 18.1 7.1 119,103 19.6 11.5

建 設 74 185.8 3.3 8,680 29.4 1.2

卸 売 ・ 小 売 219 44.8 4.6 12,745 16.2 1.0

不 動 産 11 ▲ 26.5 ▲ 0.3 21,780 49.5 4.2

運 輸 81 20.3 0.9 37,603 20.4 3.7

電 力 134 8.2 0.7 15,850 49.6 3.1

ガ ス 64 ▲ 6.2 ▲ 0.3 3,008 ▲ 1.4 ▲ 0.0

通 信 ・ 情 報 27 48.5 0.6 24,646 3.9 0.5

サ ー ビ ス 78 ▲ 34.7 ▲ 2.8 5,738 18.4 0.5

122 13.4 1.0 4,903 9.9 0.3

（注1）寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度　

（注2）その他の製造業：窯業・土石、金属製品、その他製造業
　  その他の非製造業：鉱業、リース、その他非製造業

その他の非製造業

非 製 造 業

（除電力）

新潟県 全　　国

全 産 業

 （除電力）

製 造 業
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